
区分 単位 R4 R5 R6 R7

防災意識の高 ①市民 ①防災に対する「 自主防災会組織町 目標 130 136 142 148 防災・危機管 ①市民 ①災害時の安全を 避難情報等入手先 目標 47.5 50 52.5 55
① 町会 ① ％

揚と防災力の ②町会 自助」の意識を高 会数(累計) 実績 125 - - - 理体制の整備 ②近隣自治体等 確保し、被害を最 を知る市民の割合 実績 35.1 - - -

向上 ③事業所 め、日頃から備え 避難場所を知って 目標 73 77 81 85 小限に抑える。 災害協定件数(累 目標 94 98 102 106
② ％ ② 件

をしてもらう。② いる市民の割合 実績 66.9 - - - ②関係機関との連 計) 実績 98 - - -

③防災に対する「 防災士資格取得者 目標 70 80 90 100 携強化を図る。 目標
③ 人 ③

共助」の意識を高 数(累計)補助有 実績 67 - - - 実績

め、日頃から備え 目標 目標
④ ④

をしてもらう。 実績 実績

消防力の強化 ①市内全域 ①②災害発生時に 消防団員の充足率 目標 92 94 96 98 治山・治水対 ①市内危険箇所 ①危険箇所の整備 普通河川の整備延 目標 1,000 1,000 1,000 1,000
① ％ ① ｍ

と救急業務体 ②関係機関 迅速・適切な消防 実績 81.4 - - - 策の推進と災 （河川・山林等 を行い、水害や土 長(単年) 実績 858 - - -

制の整備 ・救急活動ができ 公設耐震性防火水 目標 66 67 68 69 害危険箇所の ） 砂災害の発生を抑 危険空き家解消件 目標 35 35 35 35
② 基 ② 件

るようにする。 槽設置数(累計) 実績 65 - - - 整備 ②空き家（空き える。 数(単年)補助有 実績 31 - - -

消防職員の救急救 目標 33 34 35 36 家所有者） ②危険空き家を解 目標
③ ％ ③

命士資格取得率 実績 34 - - - 消する。 実績

目標 目標
④ ④

実績 実績

３．施策及び基本事業の目標達成度評価
令和4年度施策の取組方針 施策の取組方針・成果指標達成状況

・市ホームページや全戸配布チラシ等での周知に加え、自主防災会・町会等への防災講話等を積極的に実施するな 【施策の取組方針達成状況】

ど、防災意識を高める啓発活動をより一層促進する。 □ 全て達成 ・ホームページ・ＳＮＳの活用や防災講話等の機会を通して、防災意識の高揚に向けた啓発活動を行った。

・コロナ禍における災害発生による避難所開設に備え、感染対策用資機材の適正管理と使用方法の確認を行う。　 ・各避難所に常備している感染症対策用物品の状況を確認し、適正な管理に努めた。
取組

・避難指示発令時に避難行動が速やかに実施できるよう、市民に対しマイ・タイムラインの作成を促す。 ■ 一部未達成 ・ホームページや啓発チラシなどの伝達手段により、マイ・タイムラインに関する情報を広く発信した。
方針

・実効性のある避難行動要支援者の個別避難計画策定に向け、関係部署・関係施設等との連携体制を構築する。 ・新型コロナ感染症の影響により、社会福祉施設等との綿密な協議を行うことができなかった。

・災害対応における技術センター部との連携体制を構築する。 □ 全て未達成 ・災害時における応急復旧対策業務等に関し、その実施に向けた協議を行った。
施

・消防団サポート店を増やし、団員の確保を図る。 ・消防団サポート店の

令

増加に努めるとともに

和

、消防団員に対して協

５

力店の情報を周知し利

年

用促進を図った。
策

・

度

震災時においても消防

　

に必要な水利を確保す

施

るため、耐震性防火水

策

槽を設置する。 ・消火

・

栓１基、耐震性防火水

基

槽２基の計３基を新設

本

した。

・救急救命士養

事

成研修所への派遣及び

業

学習支援を行い、２名

マ

の救命士増員を図る。

ネ

□ 全て達成 ・救急救命

ジ

士養成研修所に消防職

メ

員２名を派遣し、救急

ン

救命士を新たに２名増

ト

員した。

・特定空家に

シ

該当する物件の認定と

ー

その所有者等の特定を

ト

進めながら、特定空家

　

等の解消を図る。　　

（

・特定空家の認定とそ

令

の所有者の特定を進め

和

ながら、補助制度の活

４

用により危険空き家３

年

１件を除却した。
成果

度

・普通河川については

実

緊急自然災害防止対策

績

事業計画に基づき、災

に

害発生の予防又は災害

基

の拡大を防止すること

づ

を ■ 一部未達成 ・普通

く

河川の改修（１９河川

評

）及び浚渫（９河川）

価

を行うとともに、栃木

）

県施工による土砂災害

 

危険箇所の急傾
指標

目

作

的に改良を実施する。

成

斜地（１箇所）及び砂

日

防（６箇所）の整備を

 

支援・協力し、併せて

 

流末排水路の整備を進

令

めた。

□ 全て未達成 【

和

施策の成果指標達成状

 

況】

・新型コロナ感染

6

症の影響等により、日

年

頃から災害に対する備

 

えをしている市民の割

3

合が目標に達しなかっ

月

た。

基本事業名 令和4

 

年度基本事業の取組方

5

針 基本事業の取組方針

日

・成果指標達成状況 基

基

本事業名 令和4年度基

本

本事業の取組方針 基本

目

事業の取組方針・成果

標

指標達成状況

防災意識

名

の高揚と ・未組織町会

0

に対し、防災講話等を

5

取組方針 □ 全て達成 ■

快

一部未達成 □ 全て未達

適

成 防災・危機管理体 ・

に

新型コロナウイルス感

よ

染症対策と 取組方針 □

り

全て達成 ■ 一部未達成

安

□ 全て未達成

防災力の

全

向上 通して、自主防災

で

組織の新規組織化 成果

安

指標 □ 全て達成 □ 一部

心

未達成 ■ 全て未達成 制

し

の整備 して、自宅療養

て

者等の避難所を整備 成

暮

果指標 □ 全て達成 ■ 一

ら

部未達成 □ 全て未達成

せ

を働きかける。 【基本

る

事業の取組方針達成状

ま

況】 し、県健康福祉セ

ち

ンター等との連携 【基

づ

本事業の取組方針達成

く

状況】

・防災士の増員

り

を図るとともに、防 ・

危

未組織町会に対し、自

機

主防災会の組織化を積

管

極的に働きかけた。 を

理

図りながら、適切な運

課

営を行う。 ・安足健康

政

福祉センターと情報を

策

共有し、避難所の開設

体

・運営に備

災士連絡会

系

と連携し、防災士が地

政

域 ・防災士の増員は図

　

れたが、防災士と自主

策

防災会の連携による地

　

区 ・災害発生時におけ

名

る避難行動要支 えた。

0

の先頭に立って防災計

1

画の作成など 防災計画

安

の作成までには至らな

全

かった。 援者の避難を

で

支援するため、市内の

安

・新型コロナ感染症の

心

影響により、社会福祉

し

施設等に対する災害協

て

に携わり、地域ごとの

暮

防災体制の強 ・「わが

ら

家のマイ・タイムライ

せ

ン」の作成を広く発信

る

した。 社会福祉施設等

ま

に対し、災害協定の 定

ち

締結の働きがけができ

づ

なかった。

化が図れる

く

よう支援する。 【基本

り

事業の成果指標達成状

施

況】 締結を働きかける

策

。 ・発災後の応急復旧

主

対策業務等について、

管

その実施に向けた協議

課

を

・マイ・タイムライ

長

ンの作成につい ・自主

施

防災会組織町会数につ

　

いては、新型コロナ感

策

染症の影響によ ・技術

　

センター部と連携し、

名

今後の 行った。

て、市

0

ホームページへの掲載

1

、啓発 り十分な協議が

消

できず、未達成となっ

防

た。 具体的な災害対応

・

について、協議・ 【基

防

本事業の成果指標達成

災

状況】

チラシの配布、

体

防災講話での説明な ・

制

避難場所を知っている

の

市民の割合については

充

、様々な方法で情報 検

実

討を行う。 ・避難情報

・

などの入手先を知って

強

いる市民の割合につい

化

ては、様々

ど啓発活動

岩

を行う。 の周知を図っ

上

たが、前年比１.０％

　

減となり、未達成とな

正

った。 な方法で情報の

施

周知を図ったが、前年

策

比１.９％減となり、

関

未達成

・防災士数につ

係

いては、資格取得講習

課

の再開で前年比２名増

財

となっ となった。
基

た

産

が、新型コロナ感染症

活

の影響により資格取得

用

希望者が減少してい ・

課

災害協定件数について

、

は、物資の供給や避難

環

場所の使用に関する
本

境

るため、未達成となっ

政

た。 協定など、新たに

策

２団体５事業所と締結

課

し、目標を達成した。

、

事
消防力の強化と救 ・

市

消防団活動への理解増

民

進及び消防 取組方針 □

課

全て達成 ■ 一部未達成

、

□ 全て未達成 治山・治

社

水対策の ・実態調査の

会

結果を踏まえ、特定空

福

取組方針 □ 全て達成 ■

祉

一部未達成 □ 全て未達

課

成
業

急業務体制の整備

、

団員の確保のため、市

健

内店舗に対し 成果指標

康

□ 全て達成 ■ 一部未達

増

成 □ 全て未達成 推進と

進

災害危険箇 家に該当す

課

る物件の認定とその所

、

有 成果指標 □ 全て達成

農

□ 一部未達成 ■ 全て未

政

達成

消防団への支援を

課

働きかけ、協力店 【基

、

本事業の取組方針達成

農

状況】 所の整備 者等の

山

特定を進めながら、特

村

定空家 【基本事業の取

振

組方針達成状況】

や対

興

象業種の拡充などを図

課

る。 ・市内店舗に消防

、

団活動への協力を働き

都

かけたことにより、新

市

規協 等の解消を図る。

計

・特定空家の認定とそ

画

の所有者の特定を進め

課

ながら指導・勧告を行

、

・火災による被害軽減

道

を目的として 賛店があ

路

ったものの、閉店を申

河

し出る協賛店もあった

川

。 ・緊急自然災害防止

課

対策事業計画に うとと

、

もに、補助制度の活用

建

により危険空き家の除

築

却を促進した。

、上水

住

道未整備地域及び水利

宅

不足地 ・消火栓１基、

課

耐震性防火水槽２基の

、

計３基を新設した。 基

建

づき、災害防止のため

築

馬門町地内 ・普通河川

指

の改修工事は一部未実

導

施となったが、浚渫工

課

事は予定ど

域における

、

消防水利や、消火栓断

管

水 ・救急救命士養成所

理

に消防職員２名を入校

課

させ、資格取得者の増

、

員 の普通河川を始め６

企

河川を中心に実 おり完

業

了した。

が問題となる

経

震災時において有効で

営

に努めた。 施する。そ

課

の他河川についても計

、

画 ・栃木県と情報共有

水

を図り、土砂災害危険

１

箇所の整備に係る支援

．

を

ある消防水利の強化

施

を図る。 【基本事業の

策

成果指標達成状況】 的

の

に河川整備や維持管理

目

に努める。 行うととも

的

に、併せて流末排水路

と

の整備を進めた。

・救

成

急救命士養成のため、

果

救急救命 ・消防団員の

把

充足率については、消

握

防団への理解や入団の

こ

促進を図 ・栃木県に協

の

力し、土砂災害危険箇

施

・大規模盛土造成地の

策

地盤調査を７箇所実施

は

した。

東京研修所へ２

、

名を入校させ、資格 っ

誰

たが、未達成となった

、

。 所の整備に係る支援

何

や流末排水路の 【基本

を

事業の成果指標達成状

対

況】

取得者を養成し、

象

災害時の負傷者や ・公

と

設耐震性防火水槽設置

し

数については、新たに

て

２基増設したが、 整備

い

を行う。 ・普通河川の

る

整備延長については、

か

総延長８５８ｍを整備

対

したが、

急病者に対す

象

る救急搬送体制の充実

指

一部未実施の箇所（大

標

橋町地内）があり、未

単

達成となった。 ・大規

位

模盛土造成地の地盤調

R

査を行 ６河川の改修工

4

事が繰越となり、未達

R

成となった。

を図る。

5

・消防職員に占める救

R

急救命士資格取得率に

6

ついては、資格取得者

R

い、崩壊のおそれのあ

7

る箇所を把握 ・危険空

①

き家の解消件数につい

地

ては、補助制度の活用

域

により３１件

１名が退

及

職したものの、新たに

び

２名増員となり、目標

公

を達成した。 する。 の

的

除却を図ったが、未達

な

成となった。

４．施策

防

の基本情報
社会情勢変

災

化、国・県の動向、市

力

民・議会意見等 施策の

を

成果向上に向けての役

強

割分担

・近年、全国各

化

地で地震や風水害など

す

の自然災害が多発して

る

いる。特に、平成２８

と

年度は熊本地震、令和

と

元 市民 事業所 行政

施 年

も

度は本市に大きな被害

に

をもたらした東日本台

、

風など、異常気象によ

市

る被害が相次いでいる

内

。 ・「自らの命は自ら

外

が守る」という自助の

か

意識 ・災害発生時にお

ら

いて、各防災機関が実

①

施す ・自主防災会の組

市

織化を促進するととも

内

に、

策 ・市議会からは

全

、地震・風水害の防災

域

対策（災害時の緊急連

①

絡体制、備蓄品等の整

市

備、避難所の確保、自

域

主 を高めるため、日頃

面

の備えとして、最低限

積

必要 る防災活動に連携

K

・協力する。 「自助」

㎡

「共助」の意識啓発を

3

行う。

の 防災組織の育

5

成、要配慮者に対する

6

支援等）に関する質問

.

が数多くなされている

0

。また、市民からは、

4

令和 な防災備蓄品の用

-

意、避難場所の位置・

-

経路の ・社会貢献の一

-

環として、「自助」「

の

共助」 ・災害発生のお

支

それがある場合などに

援

おいて

基 元年東日本台

体

風の被害を受けて、早

制

期の完全復旧を求めら

を

れている。 確認などを

充

行い、自らの避難行動

実

を明確化する の精神に

さ

基づく、地域ぐるみの

せ

防災活動の促 、避難情

る

報等を市民に速やかに

こ

伝達する。

本 ・水道未

と

普及地域からは、災害

に

時における生活水の給

よ

水対応を求められてい

っ

る。 。 進に努める。 ・

て

消防団員の確保や消防

、

水利の整備など、消

本

災

・災害対策基本法の一

害

部改正に伴い、令和３

発

年５月２０日から避難

生

情報の発令基準等が変

時

更された。 ・自助の意

の

識を高めるとともに、

被

市や地域等で ・所内に

害

おいて、防災体制の整

施

備や施設の耐 防力の向

策

上を図る。

情 （警戒レ

の

ベル３「避難準備・高

目

齢者等避難開始」を「

的

高齢者等避難」へ、警

②

戒レベル４「避難勧告

市

」を廃止 実施する防災

民

訓練や防災講話などに

②

積極的に参 震化、防災

市

訓練や防災教育の実施

人

に努めると ・治山・治

口

水対策として、土砂災

人

害危険箇所

報 し「避難

1

指示」に一本化、警戒

1

レベル５「災害発生情

5

報」を「緊急安全確保

,

」へ変更） 加し、「周

7

囲の人々と助け合う」

0

という共助の ともに、

0

災害発生時には顧客や

-

従業員の安全 の解消や

-

一級河川の堤防強化等

-

を進める。

・令和３年

を

７月３日に静岡県熱海

最

市伊豆山地区で発生し

小

た土砂災害の原因は、

限

降り続いた雨水が溜ま

に

って盛 意識を養う。 確

抑

保を図り、業務の早期

え

再開に努める。 ・空き

る

家に対する相談体制を

こ

整備し、関係機

土が崩

と

落し、土石流につなが

が

ったとの見方が示され

で

ている。 ・空き家所有

き

者は空き家の適正な管

る

理を行う。 関と連携し

と

空家対策に取り組む。

判

５．施策全体の総括・

断

今後の課題・今後の方

し

向性
施策の成果実績と

、

施策の基本情報及び施

指

策コストに関する全体

標

総括 今後の課題 今後の

と

方向性

・防災アセスメ

し

ント調査により、避難

た

物資や支援体制が不十

。

分であることが明らか

「

になった。 【令和５年

対

度で解決する課題】 ①

　

自主防災会の組織化及

象

び防災士の育成に係る

」

支援を継続する。

・防

③

災意識の高揚と防災力

②

の向上に関する取組と

市

して、市民等に対し様

民

々な伝達手段を用いて

へ

防災・減災に関す 防災

の

アセスメントの調査結

防

果を反映した佐野市地

災

域防災計画等の改定 ②

対

飲食料・生活必需品・

策

資機材等の防災備蓄品

に

を計画的に確保し、こ

関

る情報を周知啓発する

す

とともに、防災士の資

る

格取得希望者６名に対

ア

し資格取得費用の支援

ン

を行ったが、自主防災

ケ

【令和６年度以降にも

ー

引き継がれる課題】 れ

ト

を保管する防災備蓄倉

結

庫を整備する。

組織を

果

増やすことができなか

が

った。その理由は、新

、

型コロナ感染症の影響

本

による地域活動の低下

市

と考えられる。 ①自主

の

防災組織及び地域防災

防

士の育成に係る支援 ➂

④

自治体や民間事業所等

成

に対し、災害協定の締

果

結を働きかける。

・防

指

災・危機管理体制の整

標

備に関する取組として

災

、(有)ヤマダ（旧山

関

形小学校の指定避難所

連

としての使用）など ②

事

防災備蓄品の確保及び

業

防災備蓄倉庫の整備 ④

の

避難所の開設・運営に

実

関し、感染防止の事前

施

対策等を継続する。

２

効

団体５事業所と災害協

果

定を新たに締結すると

を

ともに、避難所開設担

見

当職員に対し、運営や

極

新型コロナ感染症対 ➂

め

災害時における支援体

る

制の充実・強化 ⑤防災

材

関係機関と連携し、実

料

践的・具体的な防災訓

と

練を実施する。

策等の

な

指導・助言を行った。

る

引き続き、関係機関と

た

も情報を共有し避難所

め

の開設・運営に備える

、

が、「避難情報 ④避難

指

所における感染防止対

標

策の継続 ⑥個別避難計

と

画をもとに、関係部署

こ

・施設との連携体制を

の

構築する。

等の入手先

施

を知る市民の割合」が

策

目標を下回った理由は

に

、情報の伝達方法等に

よ

課題があると考えられ

っ

る。 ⑤大規模災害を想

て

定した総合防災訓練の

、

実施（隔年開催） ⑦技

「

術センター部と連携し

対

、災害協定先との協力

象

体制を構築する。

・消

」

防力の強化と救急業務

を

体制の整備に関する取

ど

組として、耐震性防火

う

水槽２基の新設など消

い

防水利の強化を図 ⑥避

う

難行動要支援者の避難

状

支援体制の充実 ⑧消防

態

団活性化推進基本計画

に

に基づく団員の確保、

す

活動の活性化及び

り、

る

救急救命士２名を新た

の

に養成することで救急

か

搬送体制の充実を図る

成

とともに、通信指令業

果

務の広域化を検討 ⑦災

指

害時における関係部署

標

・関係機関との連携強

（

化 組織の充実・再編を

意

推進するとともに、救

図

急救命士の増員を図る

の

。

した。また、今後の

達

消防団員の確保、消防

成

団活動の活性化及び消

度

防団組織の充実と再編

を

を目的とした消防団活

表

性 ⑧消防団員の確保や

す

救急救命士の養成など

指

消防・救急体制の強化

標

⑨指令センターを足利

）

市と共同運用し、通信

区

指令業務を一元化する

分

。

化推進基本計画を策

単

定した。「消防団員の

位

充足率」については年

R

々減少傾向にあり、そ

4

の理由は社会環境の変

R

化 ⑨広域消防応援体制

5

の充実・強化 ⑩耐震性

R

防火水槽や消火栓（水

6

道管の敷設替え時）を

R

設置する。

による人手

7

不足や家族・勤務先の

設

理解不足等と考えられ

定

る。 ⑩消防水利確保の

の

ための耐震性防火水槽

考

等の設置 ⑪危険空き家

え

所有者への助言・指導

方

等を行うとともに、補

し

助制度を活

・治山・治

た

水対策の推進と災害危

。

険箇所の整備に関する

①

取組として、補助制度

災

を活用した危険空き家

害

３１件の除 ⑪危険空き

発

家の解消 用した危険空

生

き家の除却を促進する

時

。

却、普通河川のうち

の

１９河川の改修及び９

被

河川の浚渫、栃木県と

害

の連携による土砂災害

を

危険箇所の急傾斜地１

最

箇 ⑫災害危険箇所の整

小

備促進と流域治水対策

限

の強化 ⑫普通河川の災

に

害危険箇所の整備を推

抑

進するとともに、栃木

え

県に対し

所の支援及び

る

砂防流末排水路６箇所

。

の整備などを行った。

防

また、市内の大規模盛

災

土造成地について、調

力

査優先度 【令和６年度

が

重点課題】 て土砂災害

向

危険箇所の整備を働き

上

かけながら、一級河川

し

の被災箇所の

の高い７

た

箇所の地盤調査を行っ

割

た。災害危険箇所の整

合

備については、未だ不

目

十分であるため、今後

標

も必要なハー ⑬市民の

8

防災意識の高揚と防災

7

知識の向上を目的とし

8

た普及・啓発活 早期復

9

旧に関する要望を継続

9

する。また、農地・農

1

業水利施設を活用

ド整

9

備を促進するとともに

3

、流域治水対策の強化

.

について検討する。 動

9

の強化 した流域治水対

①

策としての有効性につ

％

いて検討する。

・令和

②

４年度決算額は９億２

生

,９５１万円で、令和

命

３年度決算額７億６,

、

５５４万円と比べ、１

身

億６,３９７万円 ⑬こ

体

れまでの普及・啓発活

及

動を継続しながら、Ｓ

び

ＮＳの更なる活用や

増

財

となった。その主な要

産

因は、普通河川等改良

を

事業費、砂防施設流末

災

排水路整備事業費の増

害

によるものである。 防

（

災関係団体への協力要

火

請など周知方法を検討

災

し、これを実施する。

、地震、水害、土砂災 実績 87.5 - - -

害等）から守る。 日頃から災害に対する備えをしている市民 目標 52 53 54 55
施策の目的 ② ％

の割合 実績 42.2 - - -
「意　図」

目標 ① 自主防災会組織町会数・防災士数・災害協定件数・消防団
③

実績 成果指標の ② 市政に関するアンケート調査（毎年実施）

目標 取得方法 ③
④

実績 ④

２．基本事業の目的と成果把握
基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 単位 R4 R5 R6 R7 基本事業名 対象 意図 成果指標


